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0. コージェネ財団の紹介 

エネルギーの高度利用を推進する日本で唯一のコージェネ関連団体 

出典：コージェネ財団ホームページ 

❏沿革 
1985 日本コージェネレーション研究会 設立 

1997 日本コージェネレーションセンター に改称 

2009 財団法人天然ガス導入促進センターと合併 

2011 一般財団法人 コージェネレーション・ 
     エネルギー高度利用センターに改称 

 

❏正会員+特別会員：205（2019年8月現在） 
 

❏活動内容（一部） 
• 普及促進活動 

– 政策形成に向け公的機関と連携 

– 優遇税制証明書発行 

– 優秀コージェネの表彰(コージェネ大賞) 

• 広報活動（一部会員向け） 

– イベントの開催（コージェネシンポジウム、特別講演会、
施設見学会、エネルギー高度利用セミナー等） 

– ホームページ・メルマガ等で情報発信 

– コージェネ情報機関紙（「Co-GENET」）の発行 
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1. コージェネレーションについて 

出典：コージェネ財団ホームページ 

1-1. コージェネレーション（コージェネ）とは 

4 

❏コージェネはオンサイトで発電し、同時に発生する廃熱を有効利用する高効率システム 



1. コージェネレーションについて 

1-2. 発電装置の種類 
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燃料電池 

ガスタービン 

蒸気タービン 

※ガスエンジン 
  の例 

ディーゼルエンジン/ガスエンジン 

出典：コージェネ財団ホームページ 



1. コージェネレーションについて 

1-3. コージェネの性能向上（発電出力と発電効率） 
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本データは，天然ガスコージェネレーショ
ン機器データ2018をベースに，最新コー
ジェネ用ディーゼルエンジンデータを加え，
散布図化したものである。 



1. コージェネレーションについて 
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出典： コージェネレーション白書2018  

1-3. コージェネの性能向上（発電出力と発電効率） 



1. コージェネレーションについて 
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出典： コージェネレーション白書2018  

ガスエンジン 
  2MW 超  :  38→49.9％ 
  ～ 2MW  :  35→42.6％ 
ガスタービン 
 10MW超  ： 34→41.7％ 
 ～10MW  ： 25→34.3％ 

1-3. コージェネの性能向上（発電効率の推移） 
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2-0. コージェネの提供価値一覧 

2. コージェネの提供価値 

提供価値 概要 

1 
 
 

エネルギーの低炭素化 発電と同時に発生する熱をオンサイトで活用することで、エネルギーの低炭素化を実現します。 

2 
 
 

再生可能エネルギーの 

導入促進 
再生可能エネルギーを燃料としたコージェネや、再生可能熱とコージェネ排熱の融合により、再
生可能エネルギー導入を促進します。 

3 
 
 

電力系統への貢献 
コージェネは需要地に設置されるため、送配電網の投資を抑制できます。また、電力需給に応じ
て稼働できるため電力ピーク削減、系統設備の投資抑制、再生可能エネルギーの変動調整に
寄与します。 

4 
 
 

強靭性（レジリエンス）の

向上 
耐震性のある中圧供給の都市ガスの利用、あるいは停電対応機能により、防災に強いシステム
を構築し、施設の防災対応や不動産価値向上を実現します。 

5 
 
 

都市開発への貢献 都市にコージェネを導入することで、低炭素で安全なまちづくりを実現し、国際的な都市間競争
にも寄与します。 

6 
 
 

地方創生への貢献 
地域に存する資源をエネルギーに転換することで新たな産業を創出し、資金の域内循環や地元
の雇用確保を促進、地方経済の発展に寄与します。また、地方都市のコンパクトシティへの転換
に貢献します。 

7 
 
 

エネルギーを通じた 

国際協力の展開 
今後、旺盛なエネルギー需要が見込まれるアジアを中心に、LNGの転売や基地構築を支援する
とともに、利用分野でも協力することにより、良好な国際関係維持を果たします。 

コージェネはオンサイトで発電し、電力と熱を供給する設備ですが、単に経済性に優れるだけで
なく、環境、防災、まちづくり、地方創生など、経済、社会、環境面で様々な価値を提供します。 



2-1. エネルギーの低炭素化 

出所：経産省 長期エネルギー需給見通しをもとに作成 

熱用途は日本の最終エネルギー消費の約７割を占め

ており、熱の低炭素化は非常に重要な課題です。コー

ジェネは発電に伴い発生する熱も有効活用することで、

エネルギーの低炭素化に大きく貢献します。 

 

コージェネは、熱のカスケード利用により、熱を使
い切るシステムです。温度レベルに応じ、多様な
熱用途に合わせて、システムを構築することが
できます。 

2. コージェネの提供価値 

11 
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出典：一般社団法人都市ガス振興センターホームページ 
http://www.gasproc.or.jp/pdf/koka_data01.pdf 

❏平成23～27年度に設置されたコージェネの効果検証結果が補助金執行

団体より公表（事業者201件） 

①省エネ率  ：23.0% ②CO2削減率：40.3% 

2-1. エネルギーの低炭素化（省エネ・CO2削減実績） 

2. コージェネの提供価値 



2-2. 再生可能エネルギーの導入促進 

コージェネは、燃料として、バイオマス、廃棄
物、消化ガス等の再生可能エネルギーを 
用いることも可能です。 
 

スマートエネルギーネットワークを構築す
ることにより、都市部でも再エネを導入
することができます。 

出所：北海道庁「畜産系バイオガスプラント導入ガイドブック」 

2. コージェネの提供価値 

13 



2-3. 電力系統への貢献 

コージェネは、起動性、負荷追随にも優れた安定し
た電源であり、電力負荷ピークをカットすることで、
電力供給の平準化に貢献します。 

需要家側の負荷調整機能（DR：デマンドレスポンス）を
統合的に制御することで、一つの発電所（VPP）のよう
に機能させ、再エネ電源の変動成分に対する  調整
力として機能することができます。 

2. コージェネの提供価値 

出所：資源エネルギー庁 ERAB検討会より抜粋 

14 



2-4. 強靭性（レジリエンス）の向上 

出所：東京ガス（株）ホームページをもとに作成 

コージェネの導入促進はエネルギー供給の強靭性の向上に貢献します。 

燃料に天然ガスを採用した場合、圧力の高い中圧導管は、阪神・淡路大震災、東日本

大震災クラスの大地震にも十分耐えられる構造となっており、基本的にガスの供給を停

止することはありません。 

また、停電対応仕様（ブラックアウトスタート：ＢＯＳ仕様）とすることにより、商用系統の

停電時における重要負荷への電力供給を確保できます。更に、電力だけでなく熱の確

保も可能であることから、工場の操業や病院等の機能維持にも役立ちます。 

2. コージェネの提供価値 

15 

中圧導管の強靭性 

圧力の高い中圧（0.1～1MPa）都市ガス配管は、
地震時の地盤変動に耐えられるよう強度や柔軟
性に優れた素材が使用されており、180度曲げて
も破損しない。 



2-4. 強靭性の向上（参考：大都市等の防災機能向上と国際競争力の強化） 

2. コージェネの提供価値 

世界の大都市における地震被害のリスク  

出所：  Swiss Re Institute , Mind the Risk 

大都市部において、国際競争

力を維持、強化していくため

には、災害に対し脆弱な国土

構造を持つ我が国において、

その対策が重要に。 

 

 

災害時にも業務継続が求め

られる地域に必要なエネルギ

ーを確保するには、地震や停

電に強いエネルギーの面的ネ

ットワークの形成が有効。 

円グラフ： 都市人口、赤が被害を受ける人口 

横軸： 地震による労働損失日数（相対値、対数） 

縦軸： 地震による労働損失が当該国の経済に与える影響度（相対値、対数） 

※赤の面積が大きいほど、  右上にあるほど影響大 

日本の大都市 

16 



2-5. 都市開発への貢献 

日本の都市が海外企業にも選
択されていくには、機能が集積
した街区において、災害時の業
務継続に必要な防災機能を装
備する必要があり、エネルギー
の自立化、多重化が求められ
ます。 
 
停電対応機能を備えたコージェ
ネを装備し、自営線や熱導管
等のインフラを構築すれば、街
区全体の防災性が向上すると
ともに低炭素化にも貢献し、都
市としての価値を高めることが
できます。 

出所：国交省 大都市戦略関連資料をもとに作成 

2. コージェネの提供価値 

17 



2-6. 地方創生への貢献 

地域が発展するための産業として

期待されているのが、分散型エネ

ルギーインフラを導入した地域エ

ネルギー事業です。 

 

地域の資源を活用して域内でエ

ネルギーを生産・供給することで、

経済好循環が図られ、地域の生

産活動や雇用の創出が見込まれ

ます。 

2. コージェネの提供価値 

出所：総務省 自治体主導の地域エネルギーシステム整備研究会 

18 



2-7. エネルギーを通じた国際協力の展開 

出所：LNG産消会議2017世耕経産大臣説明資料 

今後進展する東南アジアでの

LNG利用や、米国産LNGの世界

展開に日本が関与することで、

世界各国とのビジネスを通じた

友好関係構築にもつながります。 

 

環境性、経済性の高いコージェ

ネの導入等によりエネルギーの 

利用分野にも参画することで、

日本の更なるビジネス展開やア

ジア各国の環境対策への貢献が

期待されます。 

2. コージェネの提供価値 

19 
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3-1. 導入実績（全国単年度） 

21 

❏東日本大震災以降、導入量が再び増加 

新設容量と台数の推移 

3. コージェネの普及状況 

出典：コージェネ財団ホームページ ※家庭用除く。 



3-2. コージェネ普及状況（全国業種別） 

22 

❏民生用では病院・介護施設のコージェネ導入台数が上位 

出典：コージェネ財団ホームページより台数順に並べ替え 

建物用途 
導入台数 
（台数） 

発電容量 
(MW) 

台数当たりの 
発電容量 
（kW/台) 

食品 1,054 811 770 

化学 856 1,987 2,321 

機械 743 1,359 1,829 

電機電子 470 754 1,605 

鉄鋼金属 433 774 1,787 

紙・パルプ・
印刷 

287 557 1,941 

繊維 223 522 2,343 

エネルギー 210 1,263 6,013 

セメント・ 
窯業 

114 255 2,236 

その他 289 245 849 

合計 4,679 8,527 － 

建物用途 
導入台数 
（台数） 

発電容量 
(MW) 

台数当たりの 
発電容量 
（kW/台) 

病院・介護施設 3,484 438 126 

スポーツ施設・
浴場 

1,735 149 86 

飲食施設 1,620 12 7 

商業施設 1,508 367 243 

ホテル類 1,425 239 167 

公共施設 1,293 250 193 

事務所類 854 158 185 

集合住宅 228 6 25 

地域冷暖房 170 343 2,020 

その他 557 276 495 

合計 12,874 2,237 － 

2018年度末累積値（民生用） 2018年度末累積値（産業用） 

3. コージェネ導入メリット・普及状況 



3-3. 全国業種別導入実績（民生用） 

23 出典：コージェネ財団ホームページより 

2018年度ストック台数ベース 2018年度ストック容量ベース 

3. コージェネ導入メリット・普及状況 

❏台数ベース：病院・介護施設、飲食施設、スポーツ・浴場 
❏容量ベース：病院・介護施設、商業施設、地域冷暖房、ホテル、公共施設 
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・エネルギー  「国土強靭化の推進方針」 
  コージェネレーション等の自立・分散型エネルギー導入を図りスマートコミュニティ形成を目指す  

国土強靭化基本計画  改訂2018 （H30.12閣議決定） 

25 

 
 
・熱利用：コージェネレーションや再生可能エネルギー熱等の利用促進 （「二次エネルギー構造の在り方」）  
  省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの導入促進、災害に対する強靭性の確保、地域活性化 

エネルギー基本計画  （H30.7閣議決定） 

4. コージェネ・分散型電源が関連する国の基本政策 

4. コージェネに関連する国の政策 

※第5次エネルギー基本計画、国土強靭化基本計画の中のコージェネに関する記述は参考資料をご参照下さい 

❏国の基本政策が公的支援の将来動向などに大きく関与 

 
 
・省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進  「部門別の対策・施策」  
  幅広い業種で使用されるエネルギー設備について、コージェネレーション等、高効率設備の導入を促進 

地球温暖化対策計画  改訂2016 （H28.5閣議決定） 



【参考】補助金・優遇税制について（主なもの抜粋） 
補助事業 概要 補助率等 

省エネルギー投資促進に向け
た支援補助金【経済産業省】 

既設設備の入れ替え支援、省エネ性の高い設備へ
更新 

工場／事業場／設備単位： 
1/4、1/3、1/2 

社会経済活動の維持に資する
天然ガス利用設備導入事業費
補助金【経済産業省】 

中圧導管等でガス供給を受けている病院、ビル、
工場等において、災害時にも対応可能な停電対応
型コージェネ導入及び機能維持・強化を行う事業 

①中小企業等：2/3以内 
②その他：1/2以内 

地域の防災・減災と低炭素化
を同時に実現する自立・分散
型エネルギー設備等導入推進
事業【環境省】 

地域防災計画又は地方公共団体との協定により災
害時に避難施設等として位置づけられた公共施設
又は民間施設に、平時の温室効果ガス排出抑制に
加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮が
可能な再生可能エネルギー設備等を導入する事業
を支援 

①公共施設向け：3/4、2/3、1/2 
②民間向け：1/2 

環境・ストック活用推進事業
【国土交通省】 

省エネ・省CO2、IoT化等、先導的技術が導入さ
れる建築物に対する支援 

①サステナブル建築物：1/2以内 
②既存建築物省エネ化推進事業： 
 1/3以内 

4. コージェネに関連する国の政策 

優遇税制 優遇措置の概要 

コージェネレーションに係る課税標準の特例措
置 （固定資産税） 

・固定資産税の課税標準を3年間、11/12に軽減 
※大企業も活用可能。中小企業経営強化税制及び補助金と併用可 

生産性向上特別措置法に基づく固定資産税の特
例について 

・固定資産税の課税標準を3年間、最大ゼロ～1/2に軽減 
※中小企業者等が対象、補助金と併用可 

26 
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5. コージェネ導入の流れ 

5-1. コージェネ導入計画 

28 出典：「都市ガスコージェネレーションの計画・設計と運用」（空気調和・衛生工学会）を参考に作成 

エネルギー需要想定 
（エネルギー使用量の把握） 

コージェネシステム計画 
（容量・台数、原動機種類、廃熱利用方法 など） 

システム評価 
（経済性、省エネ性、環境性、電力ピークカット など） 

総合評価 
（省エネ法など規制対応の定性的効果、付加価値 など） 



約400℃排ガスを有効利用 

機関冷却とインタークーラーから取り出し 

排ガスは500℃以上で高温 

残存O2が16％以上あり、排気再燃可能 

ガスタービンのエネルギーバランス 

ガスエンジンのエネルギーバランス 

http://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/345767_53785557_misc.pdf 

参考資料 （日本ガス協会  「福岡県コージェネセミナー 」） 

電気需要型 

熱需要型 
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5. コージェネ導入の流れ 

5-2. タイプ別 コージェネの特長 



5-3. エネルギーサービス・ESCOの活用 

30 ※エネルギーサービス会社によりサービス内容は異なる場合があるので、必ずご確認ください 

❏エネルギーサービス（ES）・ESCOには様々な形態がある 

5. コージェネ導入の流れ 

出典：東京ガスさまホームページ資料より一部修正 



5-4. エネルギーサービス・ESCOの活用 

31 

※エネルギーサービス会社によりサービス内容は異なるので、必ずご確認ください 

建
設
初
年
度 

運
転
１
年
目 

運
転
２
年
目 

運
転
３
年
目 

運
転1

5

年
目 

メンテ費 運転費 

金利 燃料費 

建設費 設備費 

建
設
初
年
度 

運
転
１
年
目 

運
転
２
年
目 

運
転
３
年
目 

運
転1

5

年
目 

エネルギー費 

サービス費 

BEFORE AFTER 

・・・ ・・・ 

お客様 

ES事業者 
設備の保有・メンテ 

ガス会社 電力会社 

電気・熱 エネルギー料金 

電気 ガス 

❏エネルギーサービス（ES）事業者の役割 （例） 
 【最適設備の導入】 【資金調達】 【トラブル対応】 【運用相談】 等 

5. コージェネ導入の流れ 



5-5. エネルギーサービス・ESCOの活用 
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5. コージェネ導入の流れ 

出典：東京ガスエンジニアリングソリューションズさまホームページに一部加筆 

❏エネルギーサービスの特長（例） 

 ・設備投資コストの圧縮 
  ⇒設備等はES会社が所有するため、設備投資コスト不要 

 ・経理処理の簡略化、オフバランス化。 
  ⇒設備等はES会社が所有するため、会計管理の考え方に応じ、バランスシート上で資産計上が

不要となる（オフバランス化）場合があり、財務改善効果も期待できる。 

 ・設備の効率運用による運転費用の低減 
  ⇒ES会社のノウハウを活用し最適運用を行うことで、運転費用の低減、省エネを実現。 

 ・費用の平準化 
  ⇒設備の維持管理はES会社が担うため、経年による設備の保守や突発的な修繕に関わる費

用負担は不要。 

 

※エネルギーサービス会社や形態により内容は異なる場合があるので、必ずご確認ください 
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6-1. コージェネ導入事例 
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導入事例 1 

熊本赤十字病院 
 コージェネ大賞 特別賞 受賞 

6. コージェネ導入事例 

※本事例紹介は熊本赤十字病院さま、西部ガスさまの
ご協力を得て、作成しています 



   
 

6-1. 概要  

熊本赤十字病院 

所在地 熊本県熊本市東区長嶺南二丁目1番1号 

面積 敷地面積：63,284.98㎡ 
延床面積：70,629.65㎡ 

開設 1998(平成10)年 本館竣工 
1999(平成11)年 管理棟竣工 
2015(平成27)年 空調熱源機及びコージェネ更新 

病床数 490床（一般） 

熊本県の基幹災害拠点病院 

6. コージェネ導入事例 

 日本赤十字社は、1877年の西南戦争で負傷した多数の兵士を、敵味方の区
別なく手当した救護活動が始まりで誕生しました。 

 熊本赤十字病院は、その発祥の地である熊本で、救急医療・がん診療を中心
とした高度医療・教育研修・地域連携・医療救護の五つの基本方針に基づき、急
性期医療の中核病院として活動を行なっています。 
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6-1. 導入背景 

熊本赤十字病院は、熊本県の基幹災害拠点病院に指定されている。 

●医療施設：地域住民の命を守る病院の使命として、大災害時のインフラ途絶時において
も医療行為を継続する必要があり、エネルギーシステムの信頼性の向上が要求される 

●地球環境保全：病院は業種別にみてもエネルギー消費が多い施設であるため、エネル
ギーを効率よく使用することが重要となっている。 

36 

6. コージェネ導入事例 

■旧システムは導入後15 年が経過 
  ⇒機器本体の老朽化が著しく、修理を繰り返し稼働させている状況であったため非常

時の信頼性が低下 
■医療機器の増加により容量が飽和状態 
  ⇒容量の増強が必要 

300kW×2 台から高効率型の400kW×2 台のコージェネに更新 

平常時及び非常時の安定したエネルギー供給を実現 



   
 

6-1. システム概要 

6. コージェネ導入事例 

37 

システム概要 

原動機の種類 ガスエンジン 

定格発電機 
出力・台数 

300kW×2台 
⇒400kW×2台 

廃熱利用用途 冷房、暖房、給湯 

燃料 都市ガス 

逆潮流の有無 無し 
【システムフロー】 

【電力供給の流れ】 



   
 

6-1. 導入効果 
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6. コージェネ導入事例 

❏防災性・電源セキュリティの向上 
 2016年4月に発生した「平成28年熊本地震」においては、本震直後の約１時間20分間
の停電中も中圧ガスが使用可能であったため非常用電源として大きな役割を果たした。 

【電力系統図】 

❏省エネルギー量 
  原油換算131 kL/年 
  （省エネ率：20.0％） 
 
❏電力ピークカット効果 
  27.5％ 



導入事例 2 

社会医療法人孝仁会 北海道大野記念病院 
 コージェネ大賞 特別賞 受賞 

6. コージェネ導入事例 

6-2. コージェネ導入事例 
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※本事例紹介は社会福祉法人孝仁会 北海道大野記念病院さま、エナジーソリューションさまの
ご協力を得て、作成しています 



   
 

6-2. 概要  

社会医療法人孝仁会 北海道大野記念病院 

所在地 札幌市西区宮の沢2条1丁目16番1号 

面積 敷地面積：12,117.93㎡ 
延床面積：26,659.82㎡ 

開設 2016(平成28)年 開設、コージェネ運用開始 

病床数 276床（一般、ICU、SCU） 

社会医療法人孝仁会 北海道大野記念病院 

6. コージェネ導入事例 

 社会医療法人孝仁会では、地域住民の皆さまに最先端の安全で質の高い高度
急性期の医療と高度な健診事業を提供するため、札幌宮の沢に北海道大野記念
病院を開院しました。 

 「がん」「脳卒中」「心臓病」の三大疾病と運動器疾患を中心とした高度急性期の
病院として最新の診断機器と治療設備を整備し、救急医療にも対応できる体制を
構築しています。また、三大疾病を中心とした高度な検診事業も行っています。 
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6-2. 導入背景 

●北海道で3施設目となる最先端の陽子線治療装置をはじめとした、消費電力の大きい
高度な医療機器を多数導入予定 

●総合病院として24時間365日の空調の必要性 
●東日本大震災以降、非常時の病院機能維持のためのエネルギー確保が必須 
●札幌市独自の取り組みとして、非発やコージェネの設置面積は容積率から緩和 

41 

6. コージェネ導入事例 

370kW×2 台のコージェネの導入を検討 

●購入電力の削減と平準化 
●排熱を空調や給湯等に有効利用 
●耐震性の高い中圧ガス導管とBOS仕様による災害時の対応力強化 
●容積率の緩和分の有効利用 
●エネルギーサービスの利用による初期費用と保守費用の平準化 



   
 

6-2. システム概要 

6. コージェネ導入事例 
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システム概要 

原動機の種類 ガスエンジン 

定格発電出力・台数 370kW×2台 

排熱利用用途 
冷房、暖房、給湯 
ロードヒーティング 

燃料 天然ガス 

逆潮流の有無 無し 

【システムフロー】 

❏寒冷地の特性を利用した排熱の有効利用 
 ・低温水（40℃）は、給湯予熱と冬期の融雪（ロードヒーティング）に使用 
 ・高温水（90℃）は、夏季はジェネリンクで冷水を作り冷房に使用、冬期は暖房に使用。余剰分は予熱槽に
蓄熱し、給湯に使用。 

❏防災性・電源セキュリティ性向上の取り組み 
 ・コージェネ（370kW×2台、中圧供給、BOS仕様）、非常用発電機（220kVA×1台）を採用。 
 ・長期停電時も病院機能を維持するために予め選定された重要な電力負荷に給電が可能。 

❏エネルギーサービスの利用 
 ・ES事業者が独自に設計したコージェネ計測制御盤を設置し、最も経済的な運転ができるよう制御 



   
 

6-2. 導入効果 

6. コージェネ導入事例 

❏防災性・電源セキュリティの向上 
 2018年9月の北海道胆振東部地震による全道停電時も稼働し、地域医療の継続に貢献 
❏最適運転 
 コージェネ計測制御盤により、最も経済的となるような運転制御 
❏スペースの有効利用 
 コージェネ設置により容積緩和により、緩和された面積分を本来の医療用途に活用 

【コージェネ計測制御盤による最適運転】 
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❏省エネルギー量 
  原油換算160 kL/年 
  （省エネ率：21.0％） 
 
❏電力ピークカット効果 
  48.1％ 



 

ご清聴ありがとうございました 
 

 

 https://www.ace.or.jp/ 
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参考資料1. メーカ別発電出力（50Hzガスエンジン例） 

45 出典：コージェネ財団HP 

本ページおよび各メーカ等
のホームページリンク先は
こちらから 
（主に産業用、業務用） 

2018年9月末時点 

家庭用燃料電池 
エネファームはこちらから 

https://www.ace.or.jp/web/chp/chp_0100.html 
 

【参考資料】 
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参考資料2. SDGsガイドラインについて 

・SDGs関する公開情報を整理し、企業や自治体におけるSDGs導入の意義につ

いてとりまとめた。 

・「コージェネの何をもって、SDGsにどのように貢献するのか」を整理するに当たり

コージェネにはどのような価値があるのか検討・分類した。 

 

 

 

 

・それらコージェネの７つの提供価値が、SDGsのどのゴール・ターゲットに 貢献で

きるか、関連性を整理した。 

・概念的な説明だけではわかりにくいため、業種や地域の異なる事例（８件）につ

いて、事例研究を行った。 

＜検討に当たり参考とした国の主な政策＞ 

（１）国土強靭化基本計画（2014年6月） （２）地球温暖化対策計画（2016年5月） （３）国土形成計画（2015年8

月） 

（４）まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017年12月） （５）エネルギー基本計画（2018年7月） 

アイコンを制作 

※SDGs参照ガイド及び概要版は下記URLよりダウンロード可能です 

 https://www.ace.or.jp/web/info/info_0010.html?v=190801 

【参考資料】 



エネルギーの低炭素化 

再生可能エネルギーの 
導入促進 

電力系統への貢献 

強靭性（レジリエンス）の 
向上 

都市開発への貢献 

地方創生への貢献 

エネルギーを通じた 
国際協力の展開 

コージェネの提供価値 

エネルギーをみんなに 
そしてクリーンに 

働きがいも経済成長も 

産業と技術革新の 
基盤を作ろう 

住み続けられるまちづくりを 

つくる責任使う責任 

気候変動に具体的な対策を 

陸の豊かさも守ろう 

パートナーシップで目標を 
達成しよう 

対応するSDGsゴール 
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参考資料3. コージェネ提供価値とSDGsゴールとの相関図 

【参考資料】 



48 出典：コージェネ財団ホームページ 

コージェネの意義 記載抜粋 

①省エネルギーの推進 （P62）業務・産業用年燃料電池の普及に向けては・・・技術開発を進めるとともに、分散電源として大規模集中型電源を超え
る発電効率（60%）を備える機器の開発、実装を進める。 
 

（P24）我が国の最終エネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力での用途が過半数を占めている。 
(P69)効率的な熱供給の推進･･･主に高温域を占める産業用に関しては・・・コージェネレーションの利用や廃熱のカスケード
利用促進を行うことが重要 
 

②再生可能エネルギーの
導入促進 

（P62）”水素社会”の実現に向けた取組の抜本強化・・・水素から高効率に電気・熱を取り出す燃料電池技術と組み合わせる
ことで、電力、運輸のみならず、産業利用や熱利用、様々な領域で究極的な低炭素化が可能 
 

（P45）コージェネレーション・・・などの需要家側に設置される分散型エネルギーリソースを活用するVPP・・・といった次世代の調
整力を活用し、調整力の脱炭素化を進めていくことが重要 
 

③需要サイドが主導する
柔軟な需給構造の実現 

（P73）需要家側において熱と電気を一体として活用することで 、高効率なエネルギー利用を実現するコージェネレーションは、
ハイブリッド型の二次エルギーである。省エネルギー性に加え、 送電ロスが少なく、 再生可能エネルギーとの親和性もあり、電
力需給ピークの緩和、電源構成の多様化・分散化、災害に対する強靭性を持つ。 
 

④国土強靭化への貢献 （P72）再生可能エネルギーやコージェネレーション、蓄電池システムなどによる分散型エネルギーシステムは、危機時における
需要サイドの対応力を高めるものであり、分散型エネルギーシステムの構築を進めていく。 
 

⑤地域経済の活性化 （P77）地域のエネルギーを地域で有効活用する地産地消型エネルギーシステムは、省エネルギーの推進や再生可能エネル
ギーの普及拡大、エネルギーシステムの強靭化に貢献する取組として重要であり 、また、コンパクトシティや交通システムの構
築等、まちづくりと一体的にその導入が進められることで、地域の活性化にも貢献・・・する。  
 

⑥エネルギーを通じた国
際協力の展開 

（P80）アジアの国々が、LNGの導入を進めるための制度やインフラの整備を進めていく際・・・上流も含めたLNGサプライチェー
ン整備へのファイナンス・技術協力を行うこと・・・で、アジアのLNG導入国が効率的に新たなエネルギー供給構造を構築して
いくことを支援することが可能 
 

参考資料4. 第5次エネルギー基本計画におけるコージェネ 

【参考資料】 
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参考資料5. 国土強靭化基本計画におけるコージェネ 
コージェネ導入の意義 記載抜粋 

①エネルギー供給停止による、

社会経済活動・サプライチェー

ンへの甚大な影響回避・緩和 

(P65,70,83,85,106,108）再生可能エネルギーや水素エネルギー、コジェネレーションシステム、LPガス等の活用、燃
料電池・蓄電池、電気自動車・燃料電池自動車から各家庭やビル、病院等に電力を供給するシステム等の普及促進、
スマートコミュニティの形成等を通じ、自立・分散型エネルギーを導入するなど、災害リスクを回避・緩和するためのエネ
ルギー供給源の多様化・分散化を推進する。 

②公的施設・避難所等における

防災機能強化 

（P24）災害時に避難所となる公共施設、学校、災害拠点病院、矯正施設などの重要施設における自家発電設備等の
導入…等を促進する。 
(P54)公的施設・避難所等における…自家発電設備、コジェネレーションシステム等の導入等を促進する必要がある。 

③一斉帰宅を抑制し、帰宅困難

者の発生を防止 

(P57)滞在場所となり得る公共施設、民間ビル等における…受入関連施設（自家発電設備、貯水槽…等）の耐震化
その他の整備を促進し、膨大な数の帰宅困難者の受入れに必要な滞在場所を確保していく必要がある。 

④災害拠点病院の耐災害性向

上 

（P58,83,100)災害拠点病院におけるエネルギー確保については…エネルギー効率の高い設備の導入や、自立･分散
型エネルギー設備の導入…など、多様なエネルギー源の活用等、耐災害性を向上させていく必要がある。 

⑤産業活動に必要となる電源

設備の確保 

（P26)各企業に対し、産業活動の継続に必要となる災害時の非常用電源設備の確保に努めるよう促すとともに、大
企業と中小企業等が協調して、自家発電設備、燃料備蓄・調達等を関係企業や地域内で融通する仕組みの構築を促
進する。 

⑥農畜産物の生産・流通に関連

する施設等の耐災害性強化 

(P108)大規模災害時においても円滑な食料供給を維持するため、農畜産物の生産・流通に関連する施設等の…自
立・分散型エネルギー設備の導入、多様なエネルギー源の活用など、耐災害性を向上させていく。 

⑦地域のレジリエンス向上 （P24)コージェネレーション、燃料電池…等の地域における自立・分散型エネルギーの導入を促進するとともに、スマー
トコミュニティの形成を目指す。 
(P11)地域循環共生圏の創造を推進し、自立・分散型エネルギーや自然環境が有する多様な機能の活用等を通じて、
地域資源の活用を通じた地域のレジリエンス向上に貢献する。 

【参考資料】 


